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4.14 安全 

施設の稼働に伴う安全への影響を把握するために、危険物の管理状況、環境の保全のための

措置の実施状況の調査を実施した。 

 

4.14.1 施設の稼働に伴う安全への影響 

1) 調査項目 

(1) 危険物の管理状況（危険物の種類、取扱量、安全管理方法・体制等） 

(2) 環境の保全のための措置の実施状況 

 

2) 調査地点・地域 

調査地点・地域は、計画地内とした。 

 

3) 調査期間 

調査期間は、表 4.14-1に示すとおりである。 

危険物の管理状況については、施設の稼働が定常状態となる時期の 1年間とした。 

 

表 4.14-1 調査期間 

調査項目 調査期間 

危険物の管理状況 令和 6年 4月 1 日（月）～令和 7年 3月 31日（月） 

環境の保全のための措置の実施状況 供用開始後、適宜実施した。 

 

4) 調査方法 

調査方法は、表 4.14-2に示すとおりである。 

 

表 4.14-2 調査方法 

調査項目 調査方法 

危険物の管理状況 写真撮影等による現地確認及び関係資料の整理

による方法とした。 環境の保全のための措置の実施状況 
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5) 調査結果 

(1) 危険物の管理状況（危険物の種類、取扱量、安全管理方法・体制等） 

a) 危険物の種類、取扱量等 

本事業で取扱っている危険物の種類・取扱量等は表 4.14-3～表 4.14-5に示すとおり、

「消防法」（昭和 23年 7月、法律第 186号）、「高圧ガス保安法」（昭和 26年 6月、法律

第 204 号）、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法

律」（平成 11年 7月、法律第 86号）（以下「PRTR法」という。）に基づく危険物を取扱っ

ている。 

 

表 4.14-3 「消防法」に基づく危険物の種類・取扱量等 

種類 年間取扱量 該当区分 引火点 指定数量 用途 

エタノール 1,885L 
第 4 類アルコール類 

（水溶性液体） 
- 400L 検査用 

キシレン 1,027L 
第 4 類第 2石油類 

（非水溶性液体） 
約 30℃ 1,000L 検査用 

 

表 4.14-4 「高圧ガス保安法」に基づく高圧ガスの種類・取扱量等 

種類 年間取扱量 該当区分 特性 用途 

液体酸素 140,040m3 第 2 種ガス 支燃性ガス 医療用 

亜酸化窒素 7.5kg 第 2 種ガス 支燃性ガス 医療用 

窒素ガス※ 251,400L 第 1 種ガス 不活性ガス 医療用 

炭酸ガス 1,432.2kg 第 1 種ガス 不活性ガス 医療用 

※窒素ガスの年間取扱量は、窒素ガス（液体）400Lを含む。 

 

表 4.14-5 「PRTR法」に基づく指定化学物質の種類・取扱量等 

種類 年間取扱量 該当区分 用途 

キシレン 912kg 第一種指定化学物質 医療用 

 

b) 危険物の取扱いに関する安全管理の方法・体制 

本事業の危険物の取扱いにあたっては、「消防法」、「高圧ガス保安法」、「PRTR法」等

の関係法令に基づき、適正に安全管理を行っている。 

また、危険物の取扱いに関する安全管理体制は図 4.14-1に示すとおり、防火・防災管理

者のもと、危険物を取扱う施設・設備ごとに危険物取扱者を設置し、安全管理を行ってい

る。なお、管理権限者は院長としている。 

 

 

図 4.14-1 危険物の取扱いに関する安全管理の体制  

管理権限者
危険物取扱者

（施設・設備ごと）
防火・防災管理者
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c) 防火・防災に関する総合的な管理体制 

平常時及び災害時の防火・防災に関する総合的な安全管理の体制は図 4.14-2に示すとお

り、本事業では平常時の予防活動及び災害時の応急対策活動についての必要事項に定めた

「防火管理及び防火管理に係る防災計画」を作成し、防火・防災に関する総合的な安全管理

の体制を整備している。また、職員等に対しては、災害が発生した場合に迅速かつ的確に所

定の行動ができるよう、「防火管理及び防火管理に係る防災計画」に基づき、定期的に防

火・防災教育及び防火・防災訓練を行っている。 

 

 
 

図 4.14-2 平常時及び災害時の防火・防災に関する総合的な安全管理の体制  
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d) 放射性物質の取扱いに関する安全管理の方法・体制 

放射性物質の取扱いに関する安全管理の体制は表 4.14-6に示すとおりであり、「放射線

安全管理委員会」を設置し、安全管理を行っている。 

また、本事業における放射性物質の取扱いにあたっては、「放射性同位元素などによる放

射線障害の防止に関する法律」（昭和 32年法律第 167 号）及び「さいたま市立病院におけ

る診療用放射線の安全利用のための指針」に基づいて適正に安全管理を行い、放射線障害の

発生を防止し、公共の安全を確保した。 

 

表 4.14-6 放射性物質の取扱従事者体制（放射線安全委員会） 

職域 職名 備考 

診療部 

放射線診断科部長 委員長 

副院長  

放射線治療科部長  

神経内科部長  

看護部 看護師長  

診療部 

中央放射線科技師長  

中央放射線科副技師長  

中央放射線科  

中央検査科技師長  

経営部 

病院施設管理課長  

病院財務課長  

病院施設管理課  
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(2) 環境の保全のための措置の実施状況 

供用開始後における環境の保全のための措置の実施状況については、表 4.14-7に示すと

おりである。 

 

表 4.14-7 供用後における環境の保全のための措置の実施状況 

影 響 
検討の 

視点 

評価書に記載した環境の

保全のための措置 
環境の保全のための措置の実施状況 

危険物の

火災及び

爆発並び

に漏洩及

び拡散 

危険物

の安全

管理の

徹底 

・引火性液体、高圧ガ

ス、指定化学物質、放

射性物質（放射性同位

元素）等の危険物の取

扱いにあたっては、

「消防法」、「高圧ガス

保安法」、「PRTR 法」

等の関係法令に基づ

き、適正に安全管理を

行う。 

・引火性液体、高圧ガス、指定化学物質、放射性物質（放

射性同位元素）等の危険物の取扱いにあたっては、「消

防法」、「高圧ガス保安法」、「PRTR法」等の関係法令に

基づき、適正に安全管理を行っている（図4.14-3（1）

～（5））。 

・資料 1 及び写真 1は、「消防法」に基づき、管理権限

者、防火・防災管理者及び危険物を取扱う施設・設備ご

とに危険物取扱者を定め、安全管理を行っている状況。 

・資料 2～3 は、「高圧ガス保安法」に基づき、医療ガス安

全管理委員会を設置し、実施責任者を定め、安全管理を

行っている状況。 

・資料 4 は、「PRTR 法」及び「さいたま市生活環境の保全

に関する条例」に基づき指定される化学物質の取扱量に

ついての報告書。 

・資料 5～6 は、放射性物質（放射性同位元素）等の取扱

いに際して、放射線安全委員会を設置し、放射線取扱主

任者を定め、安全管理を行っている状況。 

・危険物を取扱う施設・

設備ごとに危険物取扱

者を設置し、安全管理

を行う。 

・危険物を取扱う施設・設備ごとに危険物の取扱い者を設

置し、安全管理を行っている（図4.14-3（2））。 

・写真 1 は、危険物取扱者の設置状況。 

平常時

及び災

害時の

防火・

防災管

理の徹

底 

・平常時の予防活動及び

災害時の応急対策活動

についての必要事項を

定めた「防火管理及び

防火管理に係る防災計

画」を作成する。 

・平常時の予防活動及び災害時の応急対策活動についての

必要事項を定めた「防火管理及び防火管理に係る防災計

画」を作成している（図4.14-3（1））。 

・資料 1 の上段は、消防計画の作成状況。 

・「防火管理及び防火管

理に係る防災計画」に

基づき、防火・防災に

関する総合的な安全管

理の体制を整備する。 

・「防火管理及び防火管理に係る防災計画」に基づき、防

火・防災に関する総合的な安全管理の体制を整備してい

る（図4.14-3（6）～（7））。 

・資料 7～8 は安全管理体制の状況。 

・職員等に対しては、災

害が発生した場合に迅

速かつ的確に所定の行

動ができるよう、「防

火管理及び防火管理に

係る消防計画」に基づ

き、定期的に防火・防

災教育及び防火・防災

訓練を行う。 

・職員等に対しては、災害が発生した場合に迅速かつ的確

に所定の行動ができるよう、「防火管理及び防火管理に

係る消防計画」に基づき、定期的に防火・防災教育及び

防火・防災訓練を行っている（図4.14-3（8））。 

・写真 2～3 は、防火・防災教育及び防火・防災訓練の実

施状況。 
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資料 1：管理権限者及び防火・防災管理者の選任状況 

 

 

 

 

 

図 4.14-3(1) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等  
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写真 1：危険物取扱者の選任 

 

資料 2：医療ガス安全委員会の構成状況 

 

担当 構成・人数 

議長・委員長 1名 

実施責任者 病院経営部 1名 

構成員・委員 

診療部 2名 

看護部 2名 

支援部 2名 

合計 8名 

 

 

資料 3：さいたま市立病院医療ガス安全委員会要綱（一部抜粋） 

 

図 4.14-3(2) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等  
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資料 4（1）：特定化学物質取扱量報告書 

 

図 4.14-3(3) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等 
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資料 4（2）：特定化学物質取扱量報告書 

 

資料 5：放射線安全委員会の設置状況 

職域 職名 備考  職域 職名 備考 

診療部 

放射線診断科部長 委員長  診療部 中央放射線科副技師長  

副院長    中央放射線科  

放射線治療科部長    中央検査科技師長  

神経内科部長   経営部 病院施設管理課長  

看護部 看護師長    病院財務課長  

診療部 中央放射線科技師長    病院施設管理課  
 

図 4.14-3(4) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等 
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資料 6：放射線取扱主任者の選任状況 

 

図 4.14-3(5) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等 
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資料 7：自衛消防組織編成（本部隊）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.14-3(6) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等  
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資料 8：自衛消防組織編成（地区隊）の状況 

 

図 4.14-3(7) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等  
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写真 2：防火・防災教育の状況 

  

写真 3：防火・防災訓練の状況 

  

図 4.14-3(8) 供用後における環境の保全のための措置の実施状況写真・資料等 
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6) 予測・評価結果と事後調査結果の比較及びその考察 

本事業では、「消防法」、「高圧ガス保安法」、「PRTR 法」等に基づく危険物を取扱って

いるが、危険物の取扱いにあたっては、危険物を取扱う施設・設備ごとに危険物取扱者を設

置し、関係法令を遵守して適正な安全管理を徹底していることから、予測結果と同様に危険

物の火災及び爆発並びに漏洩及び拡散に対する安全性が十分確保できていると考える。 

また、平常時の予防活動及び災害時の応急対策活動についての必要事項を定めた「防火管

理及び防災管理に係る消防計画」を作成し、防火・防災に関する総合的な安全管理の体制を

整備するとともに、職員等に対しては、災害が発生した場合に迅速かつ的確に所定の行動が

できるよう、「防火管理及び防災管理に係る消防計画」に基づき、定期的に防火・防災教育

及び防火・防災訓練を行っていることから、予測結果と同様に施設の総合的な安全性が十分

確保できていると考える。 

また、計画した環境の保全のための措置をすべて実施していることから、施設の稼働に伴

う安全への影響は、事業者により実行可能な範囲でできる限り低減が図られたと評価する。 
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